
なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、窓口による対面受付は行いません。
ご不明な点はお問合せ先にて電話で対応させていただきます。

和歌山県

[受付期間]
令和３年３月２３日（火）から令和３年５月３１日（月）まで

[お問合せ先]
飲食・宿泊・旅行業給付金事務局
電話番号：０１２０－３１０－３４２
対応時間：９：００～１７：００（土日祝除く）

飲食・宿泊・旅行業給付金
申請要領
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Ⅰ　給付金の概要
１　趣旨　　　　　　
　新型コロナウイルス感染症の拡大により大きな影響を受けている県内中小企業
者（中小企業又は個人事業主）の事業継続を支え、雇用の維持を図るための給付金
です。

２　給付金　　　
　Ⅱの対象要件を満たす事業者に対し、令和３年３月１日時点の常時使用してい
る従業員（※）の数に応じて、表１のとおりの給付金額となります。　

（※）
1　次頁の「Ⅱ 対象要件」を満たす店舗等の従業員数のみを計上してください。
　　（県外にも店舗等がある場合、県外店舗等の従業員は含まない。）
　　（対象外の業種の従業員は含まない。）

2  常時使用する従業員とは、労働基準法第２０条の規定に基づく「予め解雇の予告を必
要とする者」を指します。会社役員及び個人事業主は「予め解雇の予告を必要とする
者」に該当しないため、「常時使用する従業員」には該当しません。

 パート、アルバイト、派遣社員、契約社員、非正規社員及び出向者については、例えば
以下の場合は、従業員としてカウントできません。

 ・日々雇い入れられる者 
　 （但し、1箇月を超えて引き続き使用されるに至った場合はこの限りでない。）
 ・2箇月以内の期間を定めて使用される者
　 （但し、所定の期間を超えて引き続き使用されるに至った場合はこの限りでない。）
 ・季節的業務に4箇月以内の期間を定めて使用される者
　 （但し、所定の期間を超えて引き続き使用されるに至った場合はこの限りでない。）
 ・試の使用期間中の者
　 (但し、14日を越えて引き続き使用されるに至った場合はこの限りでない。)
参考：労働基準法第20条及び第21条

表1

対象店舗等で常時使用する従業員の数

０人～５人

６人～２０人

２１人～５０人

５１人～

給付金額

１５万円

３０万円

４５万円

６０万円
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Ⅱ　対象要件　
以下の４つの要件を全て満たしている必要があります。

※「中小企業者」には個人事業主を含みます。
　その他知事がこれと同等と認める者とは、「一般社団法人」「一般財団法人」「特定非営
　利活動法人」「社会福祉法人」「公益社団法人」「財団法人」「宗教法人」等を指します。

※飲食事業者・宿泊事業者については、県内に店舗・施設があれば、主たる事業所が県外
でも対象となります。対象業種であるか及び県内に店舗・施設があるかは店舗・施設ご
とに発行される許可書等により確認します。旅行事業者については、登録を証する書
面により確認します。

※露店やキッチンカーなどの許可書に特定の住所が記載されていない事業者の場合は、
個人事業主においては当該事業主の居住地、法人においては登記記載の住所が県内で
ある場合、対象に含まれます。

※テイクアウト店やデリバリー店も店舗を運営する飲食事業者と言えますので、給付対
象に含まれます。

(1)中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業
者その他知事がこれと同等と認める者（以下「中小企業者等」という。）である
こと。

(2)次のアからウまでのいずれかに該当する者であること。
ア　県内で店舗を運営する飲食事業者であって、当該店舗において令和２年
12月31日までに食品衛生法（昭和22年法律第233号）に基づく営業に必
要な許可（飲食店営業又は喫茶店営業の許可に限る。）を受け、本給付金の
申請日において営業の実態がある者。ただし、当該許可を証する書面に特
定の住所が記載されていない飲食事業者については、当該事業者の住所地
が県内である者に限る。

イ　県内で施設を運営する宿泊事業者であって、当該施設において令和２年
12月31日までに旅館業法（昭和23年法律第138号）に基づく営業に必要
な許可を受け、又は住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号）に基づく営業
に必要な届出をしており、本給付金の申請日において営業の実態がある者

ウ　県内で営業所を運営する旅行事業者（県内で主たる営業所を運営する旅行
事業者に限る。）であって、令和２年12月31日までに旅行業法（昭和27年
法律第239号）に基づく営業に必要な登録を受け、本給付金の申請日にお
いて営業の実態がある者
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※対象業種かつ県内店舗等のみの合計売上高で判断します。
例：飲食業と建設業を営んでおり、合計すると50％減を超えるが、飲食業のみだと
30％減となる場合は対象外となります。

例：県内外で店舗を運営しており、合計すると50％減を超えるが、県内のみだと30％
減となる場合も対象外です。

※令和２年１月２日から12月31日までの間に創業し営業を開始した方も対象になり得
ます。

　12ページの「1 創業者特例」をご参照ください。

※令和２年１月２日から12月31日までの間に新たな店舗を設け、単純な前年比較が適
切でない方も対象となり得ます。

　　そのうち、既に県内で店舗等を運営されていた方は、13ページの「2 新たな店舗等
を設けた方の特例」をご参照ください。県外事業者であって当該期間に初めて県内に
店舗等を設けた方は12ページの「1 創業者特例」をご参照ください。

※提出書類の宣誓書の内容に含まれます。

参考：【給付対象とならない者】
〇既に本給付金を受けた者
〇いわゆる「みなし大企業」
〇暴力団、暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者等
〇禁固以上の刑に処せられ、執行を終わらない者等
〇性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る接客業務受託営業を行う者
〇そのほか知事が適当でないと認める者

(3)各申請者の運営する(2)アに規定する店舗、(2)イに規定する施設又は(2)ウに
規定する営業所（以下「対象店舗等」という。）における令和３年１月又は２月
の対象店舗等の売上高合計が前年同月に比して50パーセント以上減少して
おり、かつ、令和２年１月及び２月の対象店舗等の売上高合計が15万円以上
である者であること。ただし、令和２年１月２日から12月31日までの間に
(2)アからウまでの許可を受け、届出をし、若しくは登録を受けて営業を始め
た者又は新たな店舗等を設けた者については別に定める。

(4)事業継続の意思がある者であること。
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Ⅲ　申請方法　　　　
１　ＷＥＢ申請の場合　
　（ＷＥＢ申請を御利用いただくと給付までの手続きがスムーズです。）　　　　
　ＷＥＢでの申請受付は令和３年３月23日（火）　午前９時30分からです。
　パソコンやスマートフォンにより次のウェブサイトから申請してください。
　https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/060100/d00206818.html
　なお、令和３年５月31日（月）午後11時59分までに申請を完了してください。申
請が完了した場合は、登録したメールアドレス宛に完了通知メールが届きますの
で、「@mail.jtb.com」ドメインからのメールが受信できるように設定してくださ
い。

２　郵送による申請の場合　　
簡易書留など郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。
申請様式については下記からもダウンロードできます。

　https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/060100/d00206818.html

（宛先）〒６４０－８３４１ 
和歌山県和歌山市黒田１丁目２－１７ アズマハウスビル5F
ビーウィズ株式会社内　飲食・宿泊・旅行業給付金事務局

令和３年５月31日（月）までの消印有効
持参による受付、対面での説明は行いませんので御了承ください。

＜注意事項＞
　申請書類に不足や記載漏れ等の不備があった場合、また、申請書類の一部のみを提出
された場合は、申請を受付できないため、全ての書類を事務局から返却します。返却後、
必要な修正や不足している書類の追加等を行った上で、全ての書類を再度、簡易書留な
ど追跡ができる方法で受付期間内に郵送してください。申請書類が全て確認できれば、
申請を受付します。
　申請書類の不足や不備等により返却する場合を除き、申請書類は一切返却しません。
また、必要に応じて追加書類の提出及び申請内容の確認や説明を求めるために連絡する
ことがあります。その際、連絡が取れない場合や期日までに指定した書類の提出がない
場合は、申請を取り下げたものとみなします。
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Ⅳ　給付の決定等　　　　
１　給付金給付の決定　　　　
　　申請書類を受理した後、その内容を審査したうえ、適正と認められるときは
給付金を給付します。

２　通知
　　申請書類の確認の結果、本給付金の給付を決定したときは、後日、給付に関す
る通知を発送いたします。

　　給付金の給付後においても申請書に添付した書類の原本等、給付金給付額に
影響のある書類を5年間保管し、提出を求められたときはこれに応じてくださ
い。　

３　給付金の返還
　　本給付金給付決定後、申請要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合
は、給付金の給付決定を取り消します。この場合、申請者は給付金を返還するこ
ととなります。
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Ⅴ　申請書類　

（サイズA4、印刷片面・モノクロ・カラー可）

WEB申請の場合、④～⑨までの書類添付が必要となります。

役員名簿（別記第５号様式）
※　法人の場合のみ提出してください。

県内住所の確認できる書類　
※　営業許可書等に店舗の特定の住所が記載されていない場合のみ

例：　（法人）登記事項証明書の写し　（個人）運転免許証の写し

その他、必要な書類
※　県又は事務局が追加の資料を求めることがあります。 

振込先口座確認書（別記第４号様式）
※　申請者が法人の場合は法人名義の振込先口座の通帳の写し、又は個人事

　　業主の場合は申請者本人名義の振込先口座の通帳の写し

売上を確認できる書類
※　Ⅱ対象要件(3)の要件を満たすか確認するための書類です。

※　該当月における既存の売上台帳の写しや各月売上の確認できる確定申

　　告書の写し等をご提出ください。

従業員名簿（別記第３号様式）
※　県内の店舗等で常時使用する従業員が６人以上の場合のみ提出してください。

※　対象店舗等の人数が判別できる形であれば既存の従業員名簿等でも構いません。

該当業種（飲食・宿泊・旅行業）の営業許可書等の写し
※　飲食事業者にあっては飲食店営業又は喫茶店営業（販売機除く）に限ります。

※　提出は、該当する業種につき、それぞれ１枚で結構です。

　　ただし、県又は事務局が追加の提出を求めることがあります。

宣誓書（別記第２号様式）

給付金給付申請書の別紙

給付金給付申請書（別記第1号様式）

申請書類一覧

※

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

□

□

□

□

□

□

□

□

□

チェック
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①　給付金給付申請書（別記第１号様式）

和歌山市○○○　×ー×

株式会社○○商事

カブシキガイシャ○○ショウジ

3　　4　　 1

○○○-○○○-○○○

代表取締役　和歌山　太郎

ワカヤマ　タロウ

記載例

　飲食・宿泊・旅行業給付金（別紙の３．申請金額）の給付について、飲食・宿泊・旅行業給付金
規程第７の規定により、関係書類を添えて申請します。
　なお、この申請に当たり同規程第５に規定する給付金の給付の不給付要件に該当すること
が判明した場合、同規程第13の規定に基づき、飲食・宿泊・旅行業給付金の給付決定の全部又
は一部を取り消されても何ら異議の申立てを行いません。

関係書類　（必要な書類の添付を確認後、□にチェックしてください。）
□　別紙
□　宣誓書（別記第２号様式）
□　該当業種（飲食・宿泊・旅行業）の営業許可書等
□　従業員名簿（別記第３号様式）

※県内の店舗等で常時使用する従業員が6人以上の場合のみ

□　次の年月の売上が確認できる書類
令和３年（１月又は２月）、令和２年（１月、２月の両月）
※令和２年１月２日から12月31日までの間に創業等をした事業者については要領に規定する書類

□　振込先口座確認書（別記第４号様式）
※申請者が、法人の場合は法人名義の口座、個人事業主の場合は申請者本人名義の口座

□　役員名簿（別記第５号様式）
※法人の場合のみ

□　県内住所の確認できる書類　※営業許可書等に店舗の特定の住所が記載されていない場合のみ
例：（法人）登記事項証明書の写し　（個人）運転免許証の写し

□　その他知事が必要と認める書類

別記第１号様式

和歌山県知事　様 令和　年　　月　　日

飲食・宿泊・旅行業給付金給付申請書

連絡先電話番号

役職名及び代表者名
（個人事業主の場合は氏名）

フリガナ

法人名又は屋号

フリガナ

申請者住所
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○

○

○

2

1

500万円

1,523
1,320

780
640

-743
-680

-48.78
-51.51

2,843

20人

株式会社○○商事

○○○○○○○○○○○○

②　給付金申請書の別紙 記載例

○
16

別紙

（１．申請者情報）
　必要事項を以下に記載してください。

（２．売上情報）
　（１．申請者情報）で記載した県内の店舗等の売上を合算した金額を記入してください。

（３．申請金額）
県内の店舗等で勤務する従業員（本規程の別表備考の規定による従業員をいう。）の数を記入し、該当

する申請金額に〇を記入してください。従業員数が６人以上となる場合、従業員名簿（別記第３号様

式）　の添付が必要です（必要事項が確認できる既存の従業員名簿でも可）。

創業等の特例の適用
（令和２年１月２日から12月31日
までに創業等をした者は〇を記入）

※詳細については申請要領「Ⅵ対象要件の
特例」を参照してください。

※①いずれかの月の売上高が50％以上減少していることが給付の条件です。（増減率）

※②令和２年１月、２月の売上高合計が15万円未満の場合、給付対象外です。（合計）

雇用する全ての従業員数

申請者種別
（該当するものに〇を記入）

申請者名

個人事業主

中小企業等

（法人の場合）

法人番号

（法人の場合）

資本金

営業許可等を有する業種
（該当するものに〇を記入） 県内の店舗等の数

飲食業

旅行業

宿泊業

令和２年
（A）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

％

千円

令和３年
（B）

増減額
（B-A）

増減率※①
（B-A）/A

１月売上高

合計※②
（※令和２年分のみ）

２月売上高

対象店舗等の従業員数

　　　人
（令和３年３月１日現在）

従業員数
５人以下
６～２０人
２１～５０人
５１人以上

申請金額
１５万円
３０万円
４５万円
６０万円

該当する欄に〇を記入
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　私は、飲食・宿泊・旅行業給付金の給付申請に当たり、下記の内容について、宣誓
します。
　宣誓した内容と事実が相違することが判明した場合には、飲食・宿泊・旅行業給
付金の給付を受けられないことになっても異議はありません。また、これにより
生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。

※法人の場合は代表者の署名、個人事業主の場合は自署により押印を省略する
ことができます。

㊞

法人名又は屋号　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

（個人事業主の場合は氏名）　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　
役職名及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

記
(1)　飲食・宿泊・旅行業給付金給付規程第３の給付対象者の要件を満たしてい

ます。
(2)　飲食・宿泊・旅行業給付金の給付申請書及び添付書類の内容に虚偽はあり

ません。
(3)　飲食・宿泊・旅行業給付金給付規程第５の不給付要件に該当しません。
(4)　飲食・宿泊・旅行業給付金給付規程第16の規定による立入検査等を受けた

場合は、適正かつ誠実に対応します。
(5)　申請内容に不正があったなど必要がある場合は、氏名・名称などの情報が

公表されることに同意します。
(6)　給付金の給付を受けた後、知事が虚偽や不正の申請であると認定した場

合は給付金の返還や必要な加算金の支払に応じます。
(7)　飲食・宿泊・旅行業給付金給付規程に従います。
(8)　和歌山県で推奨している感染拡大予防ガイドラインを遵守しています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以上

別記第２号様式

和歌山県知事　様 令和　年　　月　　日

宣 誓 書

株式会社○○商事
3　 　4　　  1

代表取締役　和歌山　太郎

③　宣誓書（別記第２号様式） 記載例
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別記第３号様式　従業員名簿 （令和３年３月１日現在） ※県内の対象店舗等の従業員の合計が６人以上の場合のみ提出

下記の名簿に従業員氏名、勤務する店舗等名、雇用年月日、を記入してください。

　従業員氏名

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

　勤務店舗等名 　雇用年月日 　従業員氏名

　※51人を超える分の従業員名の記載は不要です。

　勤務店舗等名 　雇用年月日

⑤　従業員名簿（別記第３号様式） 記載例

居酒屋○○○和歌山店

居酒屋○○○和歌山店

居酒屋○○○海南店

平成○年○月○日

平成○年○月○日

平成○年○月○日

○○○○○○

△△△△△△

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ 

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

××××××

※　対象店舗等の人数が判別できる形であれば既存の従業員
　　名簿でも構いません。
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⑦　振込先口座確認書（別記第４号様式）

（インターネット画面等の写し等）

記載例

ご利用ありがとうございます。

カブシキガイシャ○○○○○サマ

●●●●●●●●●●●

店番　　　　口座番号　　　　発行番号
12　　　　　　1234　　　　　　123

□□□銀行

△△支店

ご案内

ご注意

○○○-○○○-○○○  

□□□銀行

お客さまへ

・●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
・●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●
※）●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
※）●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

口座番号連絡書 2021年●月●日

お取引店

店番号

預金種類

支店名 ×××××××× ×××××

×××××××口座番号

株式会社○○○○○様　　　　　　　　

●●●●

□□□銀行

●●●●●●●●●●

別記第４号様式　振込先口座確認書

・通帳の１ページ目、２ページ目の写しを貼付してください。
・申請者が法人の場合は法人名義の口座、個人事業主の場合は申請者本人名義の口座を貼付し
てください。
・インターネットバンキング等で通帳が無い場合は、金融機関名、支店名、口座種別、口座名義、
口座番号の分かるもの（インターネット画面等の写し等）を貼付してください。

【通帳１ページ目、２ページ目】
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Ⅵ　対象要件の特例　　　　

(1)　対象要件　　
　　令和２年１月２日から12月31日までの間に対象業種の許可等を受けた事業
者であって、売上高にかかる要件以外の本給付金の要件を満たす事業者は、次
の①及び②の要件を満たすことをもって、本給付金の対象とします。

①　令和３年１月又は２月の対象店舗等の売上高合計が、対象業種の許可を受
け、届出をし、若しくは登録を行った日（以下「許可日」という。）の属する月の
次の月（許可日がいずれかの月の１日である場合には許可日の属する月。以
下同じ。）から令和２年12月までの売上高の１か月平均に比して50パーセン
ト以上減少している者であること

　　　　　　又は
　　令和３年１月又は２月の対象店舗等の売上高合計が、事業計画等（金融機
関から融資を受けるにあたって作成したもの又は支援機関とともに作成し
たものに限る。以下同じ。）で想定していた同店舗等の同月の売上高予定に比
して50パーセント以上減少している者であること

②　許可日の属する月の次の月から令和２年12月までの売上高の１か月平均
を２倍した額が15万円以上であること

　　　　　　又は
　　事業計画等で想定していた令和３年１月及び２月の対象店舗等の売上高
予定の合計が15万円以上であること

(2)　申請方法
　　申請の際には、申請書の別紙の「創業等の特例の適用」の欄に「〇」を記入し、
上述の①及び②の額を下図のとおり記入し、上述の要件が確認できる書類を添
付してください。

１　創業者特例

※　なお、県外事業者が令和２年１月２日から12月31日までの間に県内に出店した場合
は、当該店舗の範囲での創業とみなし、本特例と同様に扱います。

（２．売上情報）
　（１．申請者情報）で記載した県内の店舗等の売上を合算した金額を記入してください。

令和２年
（A）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％
％

千円

令和３年
（B）

増減額
（B-A）

増減率※①
（B-A）/A

１月売上高

合計※②
（※令和２年分のみ）

２月売上高
1,523
1,320

780
640

-743
-680

-48.78
-51.51

2,843

令和２年１月及び2月の売上高を記入する欄ですが、
対象要件①及び②に合わせて、適宜ご記入ください。
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(1)　対象要件
　　令和２年１月２日から12月31日までの間に新たな店舗等を設けた事業者で
あって、売上高にかかる要件以外の本給付金の要件を満たす事業者は、次の①
及び②の要件を満たすことをもって、本給付金の対象とします。

①　令和３年１月又は２月の対象店舗等の売上高合計が、令和２年１月１日以
前に存した対象店舗等の令和２年同月の売上高に、新たな店舗等において対
象業種の許可を受け、届出をし、若しくは登録を行った日（以下「許可日」とい
う。）の属する月の次の月（許可日がいずれかの月の１日である場合には許可
日の属する月。以下同じ。）から令和２年12月までの当該新たな店舗等におけ
る売上高の１か月平均を加えた額に比して50パーセント以上減少している
者であること
　　　　　　又は
　　令和３年１月又は２月の対象店舗等の売上高合計が、令和２年１月以前に
存した対象店舗等の令和２年同月の売上高に、新たな店舗等を設ける事業計
画等（金融機関から融資を受けるにあたって作成したもの又は支援機関とと
もに作成したものに限る。）で想定していた新たな店舗等にかかる同月の売
上高予定を加えた額に比して50パーセント以上減少している者であること

例：令和２年１月１日時点で２店舗（Ａ、Ｂ）を営む飲食事業者が、令和２年6月
に県内に１店舗（Ｃ）増やし、対象店舗等が合計３店舗となった場合

②　令和２年１月及び２月の対象店舗等の売上高合計が15万円以上である者
であること

(2)　申請方法
　　申請の際には、申請書の別紙の「創業等の特例の適用」の欄に「〇」を記入し、
上述の①及び②の額を創業者特例ページに記載する図のとおり記入し、上述の
要件が確認できる書類を添付してください。

２　新たな店舗等を設けた方の特例

「令和３年1月又は2月の店舗 A、B、Cの合計売上高」

「令和２年1月又は2月の店舗 A、Bの合計売上高」
＋

「Cを開店した次の月から令和２年12月までのCの１か月平均売上高」
（例えば6月20日開店の場合、7月～12月の合計を６で割った数）

と

を比較することができます。


